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はじめに 

 

 

 

 地方公共団体の会計方式は、歳入歳出の現金収支に着目した「現金主義・単式簿記」が

採用されています。この方式は、公金の管理がしやすい反面、資産や負債といったストッ

ク情報や行政サービスを提供するために発生したコストに係る情報が不足しているといっ

た弱点があります。 

 そこで、平成 18 年 8 月に総務省は「地方公共団体における行政改革の更なる推進のた

めの指針」を策定し、地方公会計改革として、発生主義及び複式簿記の考え方に基づく財

務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作

成し、公表するよう方針を示しました。また、翌年９月には、「新地方公会計制度実務研究

会報告書」を公表し、財務書類の作成モデルである、「総務省方式基準モデル」及び「総務

省方式改訂モデル」を示しました。 

 これを受け、本市では両モデルの特徴を比較検討した結果、毎年度総務省が実施してい

る「地方財政状況調査（決算統計）」の結果を反映することが可能であり、段階的に固定資

産台帳を整備できる「総務省方式改訂モデル」により財務書類を作成することとしました。 

財務書類を作成し、分析することによりストック情報である資産や負債の状況やコスト

情報を把握することができます。これにより、より効率的な行財政運営に努めるとともに、

わかりやすい財政状況の公表に努めていきたいと考えております。 
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１ 財務書類４表とは 

 ① 貸借対照表（バランスシート） 

    貸借対照表は、自治体が住民サービスを提供するために保有している土地や建物な

どの財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを

総括的に表したものです。左側の資産の合計額と右側の負債・純資産の合計額が一致

することからバランスシートとも呼ばれます。 

資産とは、インフラ資産や施設等の有形固定資産、出資金や特定目的基金等の投資

的資産、現金や未収金等の流動資産など、行政サービスを提供するために保有するも

のをいいます。 

負債とは、地方債の未償還元金や退職手当引当金など将来負担しなければならない

ものをいいます。資産を形成する財源として捉えた場合、「将来世代が負担しなければ

ならない部分」です。 

純資産とは、資産から負債を差し引いたものであり、公共資産の整備のために充当

された国都支出金や一般財源等が計上されます。負債と同様に資産を形成する財源と

して捉えた場合、「現在までの世代が負担した部分」になります。 

貸借対照表のイメージは以下のとおりです。 

 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産の合計額が 1,000 億円。この資産を形成したことにより将来世代が負担しなけ

ればならない負債が 150 億円、これまでの世代が負担した純資産が 850 億円となり

ます。 

 

 ② 行政コスト計算書 

    行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サー

ビスの経費を経常収益でどれだけ賄ったかを対比させた一覧表です。 

借   方 貸   方 

[資産の部] 

１ 公共資産      ９0,000,000 

２ 投資等      8,000,000 

３ 流動資産     2,000,000 

 

 

 

 

資産合計      100,000,000 

[負債の部] 

１ 固定負債     14,000,000 

２ 流動負債     1,000,000 

負債合計       15,000,000 

 

[純資産の部] 

純資産合計      85,000,000 

 

負債・純資産合計   100,000,000 
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   経費の性質は、「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」、「移転支出的なコスト」、 

「その他のコスト」に区分されます。 

行政コスト計算書のイメージは以下のとおりです。 

 

                     （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「１ 人にかかるコスト」から「４ その他のコスト」までの経常行政コストの合

計額が 225 億円、対価として得られた経常収益の合計額が 5 億円、差引純行政コスト

が 220 億円となります。 

なお、実際の行政コスト計算書には目的別の内訳が表示されます。 

 

 ③ 純資産変動計算書 

    純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている額が、１年間で

どのように変動したかを表わす財務書類です。 

    純資産は「現在までの世代が負担した部分」ですので、１年間の現在までの世代が

負担した部分の増減額が把握できます。 

   純資産変動計算書のイメージは以下のとおりです。 

  

区      分 総     額 

１ 人にかかるコスト 

２ 物にかかるコスト 

３ 移転支出的なコスト 

４ その他のコスト 

4,000,000 

4,000,000 

14,000,000 

500,000 

経常行政コスト a 22,500,000 

１ 使用料・手数料 

２ 分担金・負担金・寄附金 

200,000 

300,000 

経常収益 b 500,000 

（差引）純経常行政コスト a-b 22,000,000 
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（単位：千円） 

 

    期首純資産残高は 851 億円であり、期末純資産残高が 850 億円となっていること

から純資産は１年間で１億円減少したことを表しています。 

 

 ④ 資金収支計算書 

    資金収支計算書とは、歳計現金（資金）の増減を性質の異なる３つの区分（経常的

収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財務的収支の部）に分けて表わす財務書類

で、「期首歳計現金残高」が１年間の収支により「期末歳計現金残高」に変わる要因が

分かります。 

    また、地方債の借入と元利償還金、基金の取崩しと積立てなどを除いた基礎的財政

収支（プライマリーバランス）を見ることで、地方債（借金）に依存しない財政運営

ができているか把握できます。 

資金収支計算書のイメージは以下のとおりです。 

  

 純資産合計 公共資産等整備

国都補助金等 

公共資産等整備 

一般財源等 

その他一般財源

等 

資産評価替差額 

期首純資産残高 85,100,000 14,400,000 77,400,000 △6,700,000  

純経常行政コスト △22,000,000   △22,000,000  

一般財源 13,800,000   13,800,000  

補助金等受入 7,600,000 1,000,000  6,600,000  

臨時損益      

科目振替  △400,000 △400,000 800,000  

資産評価替えによる

変動額 

     

無償受贈資産受入 500,000    500,000 

期末純資産残高 85,000,000 15,000,000 77,000,000 △7,500,000 500,000 
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                   （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基礎的財政収支（プライマリーバランスに関する情報） 

 

  

 

 

 

 

 

 

   収入総額が 232 億円に対して支出総額が 238 億円で、支出総額が収入総額を 6 億円

上回っています。したがって、歳計現金残高が 15 億円から 9 億円に減少しています。 

    また、基礎的財政収支を見ると、4 億 9,900 万円の赤字であり、地方債収入や財政

調整基金繰入金に大きく依存した財政運営であることが分かります。 

  

１ 経常的収支の部 

支出合計 20,000,000 

収入合計 21,500,000 

経常的収支額 1,500,000 

２ 公共資産整備収支の部 

支出合計 2,000,000 

収入合計 1,500,000 

公共資産整備収支額 △500,000 

３ 投資・財務的収支の部 

支出合計 1,800,000 

収入合計 200,000 

投資・財務的収支額 △1,600,000 

  

翌年度繰上充用金増減額 0 

当年度歳計現金増減額 △600,000 

期首歳計現金残高 1,500,000 

期末歳計現金残高 900,000 

収入総額 23,200,000 

地方債発行額 △800,000 

財政調整基金等取崩額 △100,000 

支出総額 △23,800,000 

地方債償還額 1000,000 

財政調整基金積立額 1,000 

基礎的財政収支 △499,000 
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２ 財務書類４表の関係について 

   財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書） 

は、下図のような関係となっています。 

 

 

貸借対照表               行政コスト計算書 

 

資産      負債            経常行政コスト 

                          | 

                       経常収益 

                                                ＝   

歳計現金     純資産           純経常行政コスト 

 

 

 

資金収支計算書            純資産変動計算書 

 

収入                期首純資産残高 

      |                      | 

 支出               純経常行政コスト 

＝                                       ＋ 

歳計現金増減額                      一般財源、補助金受入等 

＋                     ± 

期首歳計現金残高             資産評価替え等 

     ＝                     ＝  

期末歳計現金残高            期末純資産残高 

 

 

 

 

 (1) 貸借対照表の歳計現金は資金収支計算書の期末歳計現金残高と一致します。 

    貸借対照表上の歳計現金とは、期末の現金及び預金のことであり、資金収支計算書

の期末歳計現金残高と一致します。 

(2) 貸借対照表の純資産は純資産変動計算書の期末純資産残高と一致します。 

    貸借対照表の純資産の変動を表わしたものが純資産変動計算書になるため、貸借対

照表の純資産と純資産変動計算書の期末純資産残高は一致します。 
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(3) 行政コスト計算書の純経常行政コストは純資産変動計算書の純経常行政コストと一

致します。 

    行政コスト計算書の純経常行政コストは、経常的な行政サービスを提供する上で、

受益者から受ける使用料や手数料のみでは賄えず、市税等の一般財源で賄った額を表

しているため、１年間の資産の変動を表わす純資産変動計算書の期末純資産残高を計

算する上で差し引く額となるため、マイナス表示されます。 

 

 

３ 武蔵村山市の財務書類４表 

(1) 貸借対照表 

（単位：百万円） 

※ 表示単位未満四捨五入のため、積み上げと計及び解説等が一致しない場合がありま

す。（以下全ての表等において同様） 

 

① 資産について 

     行政サービスを提供するために保有する資産は、平成 28 年 3 月 31 日現在で

1,042 億 500 万円となっています。 

     内訳は、土地、建物などの公共資産が 979 億 200 万円。投資及び出資金、貸付金、

公共施設建設基金などの年度末残高の合計が 47 億 7,900 万円。流動性の高い財政

調整基金や歳計現金などの年度末残高が 15 億 2,400 万円となっています。 

 

 

借   方 貸   方 

有形固定資産 

売却可能資産 

97,476 

426 

固定負債合計 16,630 

流動負債合計 1,364 

公共資産合計 97,902 負債合計 17,994 

 投資及び出資金 

 貸付金 

 基金等 

 長期延滞債権 

 回収不能見込額 

249 

241 

3,985 

382 

△79 

公共資産等整備国県補助金等 

公共資産等整備一般財源等 

その他一般財源等 

資産評価差額 

18,082 

82,051 

△13,439 

△483 

投資等合計 4,779 純資産合計 86,211 

 現金・預金 

 未収金 

1,398 

126 

  

流動資産合計  1,524 

資産合計 104,205 負債・純資産合計 104,205 
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②  負債について 

      平成 28 年 3 月 31 日現在の負債総額は、翌々年度以降に支払が行われる予定の固

定負債 166 億 3,000 万円と１年以内に支払わなければならない流動負債 13 億

6,400 万円を合わせて 179 億 9,400 万円となっています。 

負債の主なものは、固定負債及び流動負債とも地方債となっています。（固定負債

のうち地方債 131 億 7,100 万円、流動負債のうち地方債 11 億 1,600 万円。） 

 

③  純資産について 

純資産は、公共資産等整備国県補助金等、公共資産等整備一般財源等、その他一般

財源等、資産評価差額から構成され、上記資産の合計額（1,042 億 500 万円）から

負債の合計額（179 億 9,400 万円）を差し引いた 862 億 1,100 万円となってい

ます。 

公共資産等整備国県補助金等は 180 億 8,200 万円となっており、住民サービス

を提供するための財産を取得した財源のうち、国や都からの補助金の額となります。 

公共資産等整備一般財源等は 820 億 5,100 万円となっており、住民サービスを

提供するための財産を取得した財源のうち、公共資産等整備国県補助金等及び（建設）

地方債を除いた額となります。 

その他の一般財源等はマイナス 134 億 3,900 万円となっており、公共資産等以

外の資産から、公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた金額となります。これ

がマイナスということは、翌年度以降自由に使える財源の一部が既に拘束されてい

ることを表します。これは、臨時財政対策債等の赤字地方債や退職手当引当金のよ

うに資産形成を伴わない負債が存在し、その支払いに対する備えがなされていない

ことを表します。しかし、臨時財政対策債の発行は、地方交付税の代替措置として

認められているものであり、その償還財源は将来の地方交付税収入により賄われる

ものとされています。 

 

④   資産評価差額について 

       資産評価差額はマイナス 4 億 8,300 万円となっており、売却可能資産を時価評価

した評価額の変動の差額等を計上しています。 
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(2) 行政コスト計算書 

（単位：百万円、％） 

 

①  性質別行政コストについて 

 平成２7 年度の経常行政コストの総額は 253 億 6,500 万円となっており、移転

支出的なコストが 167 億 9,300 万円（66.2％）と最も大きくなっています。その

中でも社会保障給付費（扶助費）が 102 億 8,600 万円（40.6％）で、生活保護費

が 27 億 5,600 万円、保育所児童委託運営経費が 25 億 3,800 万円、児童手当が

13 億 4,900 万円等となっています。 

    ほかでは、特別会計への繰出金等が 36 億 1,400 万円、委託料などの物件費が

34 億 6,300 万円、人件費が 32 億 1,500 万円となっています。 

  

 金   額 構成比 

１ 人にかかるコスト 

 (1)人件費 

 (2)退職手当引当金繰入等 

 (3)賞与引当金繰入額 

3,394 

3,215 

△34 

213 

13.4 

12.7 

△0.1 

0.8 

2 物にかかるコスト 

 (1)物件費 

 (2)維持補修費 

 (3)減価償却費 

5,013 

3,463 

134 

1,416 

19.8 

13.7 

0.5 

5.6 

3 移転支出的なコスト 

 (1)社会保障給付 

 (2)補助金等 

 (3)他会計等への支出額 

 (4)他団体への公共資産整備補助金 

16,793 

10,286 

2,694 

3,614 

199 

66.2 

40.6 

10.6 

14.2 

0.8 

4 その他のコスト 

 (1)支払利息 

 (2)回収不能見込計上額 

 (3)その他の行政コスト 

165 

135 

30 

0 

0.7 

0.5 

0.1 

0.0 

経常行政コスト a 25,365 100.0 

1 使用料・手数料 

2 分担金・負担金・寄附金 

253 

298 

- 

- 

経常収益合計 b 551 - 

（差引）純経常行政コスト  a- b 24,815 - 
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  行政コスト計算書（目的別） 

                                                           （単位：百万円、％） 

 

②  目的別行政コストについて 

   目的別行政コストでは、福祉が 148 億 9,800 万円で最も大きく、全体の 58.7％

を占めています。福祉のうち、性質別行政コストが最も大きくなっているのは移転支

出的なコストの社会保障給付費で 101 億 2,300 万円、特別会計への繰出金等が 30

億 6,800 万円となっています。 

   次いで構成比の高いのが教育の 11.0％、総務の 8.9％等となっています。教育の

主な行政コストは中学校学校給食調理等業務委託をはじめとする物件費が 10 億

9,400 万円、人件費が 6 億 8,500 万円となっています。また、総務の主な行政コ

ストは人件費で 10 億円 600 万円となっています。 

 

③  経常収益について 

   経常収益合計額は 5 億 5,100 万円で、これを経常行政コストで除した 2.2％が受

益者負担比率となります。 

   また、経常行政コストの 253 億 6,500 万円から経常収益 5 億 5,100 万円を差引

いた 248 億 1,500 万円が純経常行政コストとなり、地方税等の一般財源で賄わな

ければならないコストとなります。 

  

目的別 経常行政コスト 構成比 経常収益合計 純行政コスト 

生活インフラ・国土保全 1,680 6.6 3 1,676 

教育 2,787 11.0 1 2,785 

福祉 14,898 58.7 351 14,547 

環境衛生 1,933 7.6 97 1,836 

産業振興 379 1.5 0 379 

消防 975 3.8 0 975 

総務 2,264 8.9 31 2,233 

議会 285 1.1 0 285 

支払利息 135 0.5 0 135 

回収不能見込計上額 30 0.1 - 30 

その他 0 0.0 3 △3 

一般財源振替額   64 △64 

合計 25,365 100.0 551 24,815 
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(3) 純資産変動計算書 

（単位：百万円） 

 

①  純資産合計について 

    期末純資産残高の 862 億 1,100 万円から期首純資産残高の 861 億 3,900 万円

を差し引くと 7,200 万円のプラスとなり、1 年間で純資産が 7,200 万円増加した

ことを表しています。 

 

②  公共資産等整備国県補助金等について 

    公共資産等の整備に投下された国都補助金等が 7 億 700 万円ありましたが、減価

償却により 4 億 8,000 万円減少したため、差し引き 2 億 2,700 万円の増となって

います。 

 

③  公共資産等整備一般財源等について 

    科目振替により 5 億 3,700 万円の増となっています。内訳は貸付金・出資金等へ

の財源投入が 7 億 6,200 万円、公共資産整備への財源投入が 6 億 6,100 万円、減

価償却による財源の減少が 9 億 3,500 万円等となっています。 

 

④  その他一般財源等について 

    純経常行政コストが 248 億 1,500 万円であるのに対して、地方税等の一般財源

や経常的なコストに対する国都補助金等の合計額が 238 億 7,300 万円であり、コ

ストが財源を上回っているため、その他一般財源等は減少しました。これは、一般財

源として拘束される額が増加したことを意味しています。 

  

 純資産合計 公共資産等整備

国県補助金等 

公共資産等整備 

一般財源等 

その他一般財源

等 

資産評価替差額 

期首純資産残高 86,139 17,855 81,515 △12,441 △790 

純経常行政コスト △24,815   △24,815  

一般財源 14,787   14,787  

補助金等受入 9,793 707  9,086  

臨時損益      

科目振替  △480 537 △56  

資産評価替えによ

る変動額 
225 

   
225 

無償受贈資産受入 82    82 

期末純資産残高 86,211 18,082 82,051 △13,439 △483 
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(4) 資金収支計算書 

                   （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基礎的財政収支（プライマリーバランスに関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  経常的収支の部について 

経常的収入合計が 260 億 5,200 万円であり、経常的支出合計が 237 億 5,100

万円であるため、経常的収支額は 23 億 100 万円の黒字となります。この黒字額は、

公共資産の整備や地方債の償還などに充当されたことになります。 

    経常的支出の主なものは、社会保障給付が 102 億 8,600 万円、人件費が 37 億

1,100 万円等となります。 

１ 経常的収支の部 

支出合計 23,751 

収入合計 26,052 

経常的収支額 2,301 

２ 公共資産整備収支の部 

支出合計 1,677 

収入合計 1,140 

公共資産整備収支額 △537 

３ 投資・財務的収支の部 

支出合計 1,997 

収入合計 72 

投資・財務的収支額 △1,925 

翌年度繰上充用金増減額 0 

当年度歳計現金増減額 △161 

期首歳計現金残高 905 

期末歳計現金残高 744 

収入総額 27,265 

地方債発行額 △1,150 

財政調整基金等取崩額 △615 

支出総額 △27,425 

地方債償還額 1,203 

財政調整基金積立額 639 

基礎的財政収支 △83 
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    経常的収入の主なものは、地方税が 100 億 1,500 万円、国都補助金等が 89 億

2,200 万円等となります。 

 

②  公共資産整備収支の部について 

公共資産整備支出合計が 16 億 7,700 万円であるのに対して、公共資産整備収入

合計は 11 億 4,000 万円であるため、収支は 5 億 3,700 万円の赤字となっていま

す。この赤字額に関しては、経常的収支の黒字額を充当することとなります。 

    公共資産整備支出の主なものは、公共資産の整備に伴う支出が 15 億 1,300 万円

となります。 

    公共資産整備収入の主なものは、公共資産整備支出に充当された国都補助金等が 8

億 7,100 万円、地方債の発行額が 1 億 9,500 万円等となります。 

 

③  投資・財務的収支の部について 

    投資・財務的支出合計が 19 億 9,700 万円であるのに対して、投資・財務的収入

合計は 7,200 万円のみであり、収支は 19 億 2,500 万円の赤字となっています。

この赤字額に関しても、経常的収支の黒字額を充当することとなります。 

   投資・財務的支出の主なものは、地方債償還額で 10 億 6,900 万円となります。 

   投資・財務的収入の主なものは、貸付金回収額で 6,700 万円となります。 

 

④  基礎的財政収支について 

    収入総額の 272 億 6,500 万円から支出総額の 274 億 2,500 万円を差引くと 1

億 6,000 万円の赤字となり、ここから地方債の発行額及び償還額、財政調整基金等

の取崩額及び積立額を差引いた基礎的財政収支は 8,300 万円の赤字となっています。 

基礎的財政収支が赤字であるということは、地方債や財政調整基金等に依存した財

政運営となっていることを表しています。 
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４ 財務書類の分析と指標 

(1)  社会資本形成の世代間負担比率 

   貸借対照表の「資産の部」の「公共資産」のうち、純資産により形成された割合を算

定することにより、これまでの世代の負担によりどの程度の公共資産が形成されたかを

見ることができます。これが「社会資本形成の過去及び現世代負担比率」です。平均的

な値は 50％～90％とされています。 

  また、公共資産のうち、地方債残高の割合を算定することにより、将来世代が負担し

なければならない割合を見ることができます。これが「社会資本形成の将来世代負担比

率」です。平均的な値は 15％～40%とされています。 

（単位：百万円、％） 

 ※ 地方債残高には、臨時財政対策債などの公共資産の形成の財源とならない地方債が

含まれているため、負担比率の合計が 100％になりません。 

 

    武蔵村山市の値は、過去及び現世代負担比率が若干高く、将来世代負担比率が平均値

よりも若干低くなっています。 

    社会資本の大部分が現世代までの負担により形成されたため、将来世代の負担が少な

いといえます。 

 

  (2) 歳入額対資産比率 

    歳入総額に対する、資産の比率を算定することにより資産の形成に何年分の歳入が充

当されたかが分かります。一般的にはこの指標が高いほど資産の形成が進んでいるとい

えます。しかし、この指標が高くなるほど、維持管理経費が増大し、財政運営を圧迫す

る恐れが大きくなります。適正と考えられる値は、3.0～7.0 といわれています。 

（単位：百万円） 

項目（指標の名称） 平成 26 年度 平成 27 年度 比較 

純資産合計 ① 86,139 86,211 72 

地方債残高 ② 14,206 14,288 82 

公共資産合計 ③ 97,474 97,902 428 

過去及び現世代負担比率 

（① /③）×100 
88.4 88.1 △0.3 

将来世代負担比率 

（② /③）×100 
14.6 14.6 0.0 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 比較 

資産合計 ① 104,189 104,205 16 

歳入総額 ② 28,770 28,169 △601 

収入額対資産比率（①/②） 3.6 年分 3.7 年分 0.1 年分 
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    武蔵村山市の値は、適正な値の範囲内であるといえます。 

 

  (3) 有形固定資産の行政目的別割合 

    貸借対照表の有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公共

資産形成の比重を把握することができます。 

    一般的に、「生活インフラ・国土保全」及び「教育」の比重が高くなるといわれてい

ます。 

（単位：百万円、％） 

    武蔵村山市の平成 27 年度の構成比を見ると、「生活インフラ・国土保全」が 50.2％

と最も高く、次いで「教育」が 33.8％となっています。 

 

 (4) 資産老朽化比率 

    貸借対照表の有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却

累計額の割合を算定することにより、取得した資産が耐用年数に対し、どの程度の年数

が経過しているかを把握することができます。平均的な値は、35％～50％の間といわ

れています。 

（単位：百万円、％） 

    武蔵村山市の平成 27 年度の資産老朽化比率は、平成 26 年度と比較すると 0.8 ポイ

ント高くなりましたが、平均的な値を下回っており、資産の老朽化は進んでいないとい

えます。 

行政目的 
平成 26 年度 平成 27 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

生活インフラ・国土保全 48,257 49.7 48,899 50.2 

教育 33,020 34.0 32,940 33.8 

福祉 3,722 3.8 3,698 3.8 

環境衛生 610 0.6 719 0.7 

産業振興 637 0.7 628 0.6 

消防 867 0.9 865 0.9 

総務 9,943 10.3 9,727 10.0 

有形固定資産合計 97,056 100.0 97,476 100.0 

項  目 平成 26 年度 平成 27 年度 比較 

減価償却累計額 ① 31,708 33,124 1,416 

有形固定資産 ② 97,056 97,476 420 

土地 ③ 29,017 29,019 2 

資産老朽化比率 

（① /（①-③＋②））×100 
31.8 32.6 0.8 
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 (5) 行政コスト対公共資産比率 

    貸借対照表の公共資産に対する行政コスト計算書の経常行政コストの比率を算定す

ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、どれだけの資

産でどれだけの行政サービスを提供しているかを分析することができます。 

    この比率が低いと社会資本整備が進んでいるともいえますが、行政サービスの水準に

対して、社会資本が過剰であることも考えられます。また、この比率が高いと少ない社

会資本で効率的に行政サービスを行っているともいえますが、社会資本整備が不足して

いることも考えられます。概ね適正と考えられる比率の範囲は 10％～30％程度とされ

ています。 

（単位：百万円、％） 

    武蔵村山市の平成 27 年度の行政コスト対公共資産比率は、平成 26 年度と比較する

と 0.2 ポイント高くなっていますが、適正と考えられる比率の範囲内となっています。 

 

 (6) 行政コスト対税収等比率 

    行政コスト計算書の純経常行政コストに対する純資産変動計算書の一般財源及び補

助金等受入の比率を算定することで、一般財源で賄うべき純経常行政コストに対してど

の程度が当年度の負担で賄われたかを把握できます。 

    この比率が 100％を下回っている場合は、資産が形成されたか翌年度以降に引き継

ぐ負担が軽減されたことを表しています。また、比率が 100％を上回っている場合は、

過去から蓄積された資産を取り崩したか翌年度へ引き継ぐ負担が増加したことを表し

ています。概ね適正と考えられる比率の範囲は 90％～110％程度とされています。 

（単位：百万円、％） 

    武蔵村山市の平成 27 年度の行政コスト対税収等比率は、平成 26 年度と比較すると

1.8 ポイント増加しましたが、適正と考えられる比率の範囲内となっています。 

項  目 平成 26 年度 平成 27 年度 比較 

経常行政コスト ① 25,052 25,365 313 

公共資産合計 ② 97,474 97,902 428 

行政コスト対公共資産比率 

(① /②)×100 
25.7 25.9 0.2 

項  目 平成 26 年度 平成 27 年度 比較 

純経常行政コスト ① 24,480 24,815 335 

一般財源 ② 15,273 14,787 △486 

経常的な経費に対する補助金等受入 ③ 8,711 9,086 375 

行政コスト対税収等比率 

（① /（②＋③））×100 
102.1 103.9 1.8 
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 (7) 地方債の償還可能年数 

    平成 27 年度末の地方債残高を経常的に確保できる資金（資金収支計算書の経常的収

支額）で償還した場合、何年で完済されるかを表す指標で、借金の多寡や債務返済能力

を測るものです。概ね適正な値の範囲は、3 年～9 年になるといわれています。 

    この指標が小さいほど地方債の経常的収支に与える負担は軽くなり、市の返済能力が

高いといえます。 

（単位：百万円） 

    武蔵村山市の平成27年度の値は28.7年となり、前年度から償還可能年数は増加し、

地方債の返済能力は低いと言わざるを得ません。 

 

 (8) 住民一人当たり資産額、負債額及び行政コスト 

    財務書類４表は、各団体の人口規模等に相違があるため、他団体の財務書類と単純に

比較することはできませんが、市民一人当たりの額を算出することで、比較することが

可能となります。 

 

①  住民一人当たり資産額 

 

    都市の平均的な住民一人当たりの資産額は100万円～300万円とされていますので、

本市の値は概ね平均的な水準にあるといえます。 

  

項  目 平成 26 年度 平成 27 年度 比較 

地方債残高（地方債＋翌年度償還予定地方債）① 14,206 14,288 82 

経常的収支額 ② 3,248 2,301 △947 

経常的収入のうち地方債発行額 ③ 1,257 955 △302 

経常的収入のうち基金取崩額 ④ 1,466 849 △617 

地方債の償還可能年数 

（① /（②-③-④）） 
27.1 年 28.7 年 1.6 年 

項  目 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

資産合計（百万円）① 101,674 101,539 104,189 104,205 

住民基本台帳人口（人） ② 71,975 71,991 71,984 72,165 

住民一人当たり資産額（千円） 

（①/②）×1,000 
1,413 1,410 1,447 1,444 
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   ② 住民一人当たり負債額 

 

       都市の平均的な住民一人当たりの負債額は30万円～100万円とされていますので、

本市の値は低い水準にあるといえます。 

 

   ③ 住民一人当たり行政コスト 

 

    都市の平均的な住民一人当たりの行政コストは 20 万円～50 万円とされていますの

で、本市の値は平均的な水準にあるといえます。 

 

 

項  目 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

負債合計（百万円）① 17,428 17,770 18,050 17,994 

住民基本台帳人口（人） ② 71,975 71,991 71,984 72,165 

住民一人当たり負債額（千円） 

（① /②）×1,000 
242 247 251 249 

項  目 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

純経常行政コスト（百万円）① 23,913 23,565 24,480 24,815 

住民基本台帳人口（人） ② 71,975 71,991 71,984 72,165 

住民一人当たり行政コスト 

（千円） （①/②）×1,000 
332 327 340 344 

- 18   - 


